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ま え が き 

 

本報告書は平成２８年度中小企業庁補助事業「消費税軽減税率対策窓口相談等事業」によ

り実施した消費税軽減税率制度に関する説明会の成果等を取りまとめたものです。 

本事業では消費税軽減税率に対する疑問・質問に対応するための相談窓口を設けるととも

に、消費税軽減税率及び軽減税率対策補助金制度について解説するための説明会を全国１７

会場で開催し、巡回指導型専門家派遣による説明会も全国６会場で開催しました。 

末筆ながら、本事業の実施にあたり関係各位に多大なご協力をいただきましたことを、こ

こに厚く御礼申し上げます。 

 

 

平成２９年３月 

 

公益財団法人 食品流通構造改善促進機構 
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1 事業概要 

1.1 事業の背景および目的 

社会保障と税の一体改革の下、低所得者に配慮する観点から、「酒類・外食を除く飲食料

品」と「定期購読契約が締結された週２回以上発行される新聞」を対象に、消費増税にと

もなう「軽減税率制度」が平成 31 年 10 月に導入されることとなった。そのため、消費税

軽減税率及び軽減税率対策補助金制度等について相談窓口を設けるとともに全国で説明会

を開催し、特に食品流通事業者等に対する本制度の周知を目的とした。 

 

1.2 事業実施体制 

公益財団法人食品流通構造改善促進機構（以下「食流機構」という。）が事務局を担い、

消費税軽減税率制度に関する相談窓口を設置し、中小企業診断士の資格を持つ講師によ

る説明会を全国で開催した。なお、説明会ではシステムベンダー４社（株式会社サイバ

ーリンクス、株式会社寺岡精工、東芝テック株式会社、イーサポートリンク株式会社）

の協力を得て、相談・展示ブースを設けた。 

 

消費税軽減税率対応相談事業

▼事業の総合企画 ▼消費税軽減税率制度に関する相談窓口の設置

▼報告書の作成 ▼消費税軽減税率制度に関する全国説明会の開催

(公財)食品流通構造改善促進機構 【事務局】

【講演内容】
■消費税軽減税率及び軽減税率対策補助金制度の解説と食料品店の今後の経営

【相談・展示コーナー】
■システムベンダーによる相談及びシステム・機材等の紹介

【出展・協力企業：株式会社サイバーリンクス 株式会社寺岡精工

東芝テック株式会社 イーサポートリンク株式会社】

消費税軽減税率制度に関する全国説明会の開催 【全１７会場】

 

実施体制図 
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2 消費税軽減税率制度に関する全国説明会開催状況 

本説明会は全国１７会場で開催し、食品流通事業者やその関係団体を対象に、

軽減税率（軽減対象品目の内容、税額計算の方法など）及び軽減税率対策補助金

制度と食料品店の今後の経営について、中小企業診断士の資格を持つ専門家が分

かり易く解説した。 

また、同会場において複数税率対応レジや受発注システムに関する「展示ブー

ス」を併設し、出展したシステムベンダーがより具体的な相談にも対応した。 

 

2.1 プログラム（各会場共通） 

時 間 講 演 内 容 

13:00～13:05 主催者挨拶 

13:05～14:30 
消費税軽減税率及び軽減税率対策補助金制度の解説と 

食料品店の今後の経営 

（講師）杏林大学総合政策学部 非常勤講師 佐藤 卓 氏 

14:30～15:00 ＜相談・展示コーナー＞での相談及びシステム・機材等の紹介 

15:00 閉  会 

 

【講師略歴】佐藤 卓（さとう たかし） 

経 歴 

■1976  東京理科大学工学部経営工学科卒業 

■1979  慶應義塾大学大学院商学研究科修士課程修了 

■1979  中小企業診断士 工鉱業部門登録 

■1987  中小企業診断士 情報（流通）部門登録 

■1987  情報システムコンサルタント 

（日本情報システム・ユーザー協会）登録 

■2012～ 杏林大学 総合政策学部  非常勤講師 

所属学会 

■ 経営情報学会 ／ 日本経営診断学会 

著 書 

■ 中小企業診断士の「経営診断・支援原則」と「業務遂行指針」 

（平成 16年 3月、編、同友館） 

■ コンサルティング・イノベーション（平成 16年 11月、共著、同友館） 

■ その他、著書多数 
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2.2 セミナー開催状況 

開催日 会 場 
参加 

人数 

相談・展示 

ブース※ 

7月 15日(金) 
仙台（仙台市中央卸売市場本場 

管理棟３階 会議室） 
50名 S 

7月 29日(金) 
札幌（札幌市中央卸売市場 

水産棟４階 会議室Ａ・B） 
67名 S 

8月 23日(火) 新潟（新潟市中央卸売市場 中央棟４階 大会議室） 48名 S・TS 

8月 30日(火) 金沢（金沢中央市場 食育会館スタジオＤＯ） 31名 S・TS 

9月 12日(月) 
静岡（Ｂ－ｎｅｓｔ静岡市産学交流 

センター プレゼンテーションルーム） 
34名 

S・TS 

・TT 

9月 16日(金) 名古屋（ＡＰ名古屋．名駅７階 Ｌ会議室） 56名 
S・TS 

・TT 

10月 6日(木) 広島（広島市中央卸売市場 管理棟３階 大会議室） 42名 TS・TT 

10月 7日(金) 岡山（岡山市中央卸売市場 管理棟３階 大会議室） 37名 TS・TT 

11月 18日(金) 福岡（博多バスターミナル９階 第９・10会議室） 36名 TS・TT 

11月 28日(月) 鹿児島（ホテルタイセイアネックス ４－Ａホール） 31名 TS・TT 

12月 2日(金) 
宇都宮（栃木県総合文化センター 

ギャラリー棟３階 特別会議室） 
21名 

S・TS 

・TT 

12月 8日(木) 
東京（コートヤード・マリオット 

銀座東武ホテル３階「龍田」） 
65名 

S・TS 

・TT・E 

1月 13日(金) 高松（高松市中央卸売市場 管理棟５階 大ホール） 42名 TS・TT 

1月 19日(木) 長野（ＪＡ長野県ビル １２Ａ会議室） 31名 TS・TT 

1月 27日(金) 沖縄（沖縄県立博物館 博物館講座室） 20名 TS・TT 

2月 16日(木) 
大阪（大阪市中央卸売市場本場 

業務管理棟１６階大ホール） 
50名 

S・TS 

・TT 

2月 17日(金) 
京都（京都市中央卸売市場第一市場 

１０号棟３階 大会議室） 
40名 TS 

 合計 701名  

※ （対応企業）S：サイバーリンクス、TS：岡精工、TT：東芝テック、E：イーサポートリンク 
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2.3 セミナーの模様(スナップ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講風景（7/29 札幌会場）          相談・展示ブース（9/16 名古屋会場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展企業によるサービス紹介（10/6 広島会場）       主催者あいさつ（11/18 福岡会場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐藤講師（2/16 大阪会場）            展示機器類（2/17 京都会場） 
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2.4 巡回型派遣実施状況 

開催日 会 場 
参加 

人数 
派遣先 

6月 10日(金) 
静岡（ホテルプリヴェ静岡ステーション５階 

ファミーユ） 
30名 

全国茶商工業協同

組合連合会 

2月 2日(木) 東京（アルカディア市ヶ谷） 15名 
(一社)全国牛乳流

通改善協会 

3月 2日(木) 
盛岡（アイーナいわて県民情報交流センター 

研修室８１２） 
15名 

生鮮取引電子化推

進協議会 

3月 14日(火) 
熊本（くまもと田崎市場市場会館 

４階大会議室） 
30名 

生鮮取引電子化推

進協議会 

3月 23日(木) 
東京（新日本スーパーマーケット協会 

セミナー室 
25名 

オール日本スーパ

ーマーケット協会 

3月 24日(金) 
東京（東京都中央卸売市場大田市場 

２階大ホール） 
43名 

生鮮取引電子化推

進協議会 

 合計 158名  

 

 2.5  相談窓口の設置 

  相談窓口は電話受付、機構ホームページ（メール受付・ＦＡＸ受付）での受付を、   

 平成２８年４月１８日に開設し、相談件数は４件であった。 

  ４月  １件、５月３件   

 

 

 

【相談会説明ポイント】 

 

      ①消費税軽減税率制度のポイント 

    ②消費税軽減税率の対象となる品目 

    ③帳簿及び請求書等の記載と保存 

      （区分記載請求書等の保存方式） 

    ④税額計算の特例 

      （売上又は仕入に係る税額の計算特例） 

    ⑤適格請求書等保存方式 

      （いわゆるインボイス方式） 

    ⑥消費税軽減税率の対象品目か否かの判定の留意点 

    ⑦消費税軽減税率対策補助金制度の概要   

      ⑧経理・会計処理上の留意点等   等 
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2.5 アンケート 

消費税軽減税率制度に関する全国説明会終了後、参加者に対するアンケートを

実施した。アンケート内容及び結果は以下のとおり。 

 

2.5.1 アンケート回収率 

会 場 参加者数 アンケート回収数 アンケート回収率 

仙 台 50名 45 90.0% 

札 幌 67名 45 67.2% 

新 潟 48名 21 43.8% 

金 沢 31名 18 58.1% 

静 岡 34名 13 38.2% 

名古屋 56名 31 55.4% 

広 島 42名 24 57.1% 

岡 山 37名 17 45.9% 

福 岡 36名 18 50.0% 

鹿児島 31名 23 74.2% 

宇都宮 21名 12 57.1% 

東 京 65名 41 63.1% 

高 松 42名 28 66.7% 

長 野 31名 16 51.6% 

沖 縄 20名 11 55.0% 

大 阪 50名 25 50.0% 

京 都 40名 22 55.0% 

合 計 701名 410 58.5% 
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2.5.2 アンケート内容 

質問項目 選択肢 

１ 本説明会は参考になったか 
ａ．参考になった    ｂ．ふつう 

ｃ．参考にならなかった ｄ．その他 

２ 消費税軽減税率制度についてのご意見 自由回答 

３ 消費税軽減税率対策補助金について 

ａ．知っていた・利用したい 

ｂ．知らなかった・利用したい 

ｃ．知っていた・利用する予定はない 

ｄ．知らなかった・利用する予定はない 

４ これから導入したいシステム・機器等 自由回答 

５ ＩＴベンダー等のサポート希望の有無 ― 

６ アンケート記入者 

ａ．生産者・出荷団体 ｂ．卸・仲卸業 

ｃ．小売業 ｄ．業界団体 ｅ．官公庁 

ｆ．システム会社   ｇ．その他 

 

2.5.3 アンケート結果（全会場計） 

（1） 本説明会は参考になったか 

質問事項 回答割合 

ａ．参考になった 70.0% 

ｂ．ふつう 26.6% 

ｃ．参考にならなかった 2.2% 

ｄ．その他 1.2% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本説明会について 

ａ．参考に

なった
70.0%

ｂ．ふつう
26.6%

ｃ．参考に

ならなかった
2.2%

ｄ．その他
1.2%
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（2） 消費税軽減税率制度についてのご意見（抄出） 

 食品を入れて販売するための資材は 10％のままでよいのか。食品が８％なのは有

り難いいが、現場では手計算なので、税率が違うのは大変。（卸・仲卸） 

 まだ決定されていない事項があるので、これからも注目して対応する必要があると

感じた。（卸・仲卸） 

 中小企業には事務負担が大き過ぎる。導入を機に廃業する方も多い見込みである。

別途、店頭での表示は外税表示に統一してほしい。（業界団体） 

 制度に関しては理解できるが、システム導入に当たっては社内の勉強会が必要で、

正直面倒な制度。（卸・仲卸） 

 ２種類の消費税について、目的を明確にできないと振り分けが難しい。（卸・仲卸） 

 制度そのものが不要だと思う。導入に伴うコストと混乱を考えると無駄な制度では

ないか。（卸・仲卸） 

 我々、水産物仲卸業は、取扱商品は軽減税率が適用されるので、難しい問題はない

と思う。（卸・仲卸） 

 境界線が曖昧で、現場が混乱する。費用を掛けて、機器・システムの変更をしなけ

ればならない。税率は一本化すべき。（卸・仲卸） 

 手間が掛かるだけなので、個人的には全て 10％にしてほしい。食品業としては運

送費や間接費用は全て 10％で支払うことになるが、値上げがしにくいのではと心

配。消費者心理としては「軽減税率対象の商品がなんで値上げ？」となるのでは

ないか。（システム会社） 

 食料品の８％と 10％の区分が難しい。区分の理由、判断の根拠が不明確。理解で

きるような説明がほしい。（卸・仲卸） 

 本制度の導入目的として、低所得者保護をうたっているが、所得税還付や給付金で

の対応が望ましい。この制度は中間流通業者の負担が大き過ぎる。（卸・仲卸） 

 酒類・食品卸の会社がもっとも軽減税率制度のマイナス面の影響を受けると思われ

る。反対したが、導入が確定となって苦慮している。取り敢えず延期となったの

で、若干の余裕ができたというのが実感。(卸・仲卸) 

 テイクアウトが増えるので、店に賑わいがなくなるのではないか。（官公庁） 

 適格請求者等保存方式で、請求書に単品が書かれた例があるが、ＢｔｏＢの請求書

でこのようなものを見たことがない。通常は伝票Ｎｏの一覧で請求しているはず。

各伝票Ｎｏ毎に単品は分かるようになっている。全部をそのように書くと段ボー

ル１箱では足りない量の請求書を送らないといけなくなる。本当に現実的か疑問。

レシートなら分かるが・・・。（業界団体） 

 軽減税率対象商品をどの様に商品マスタに反映させるのか。「区分記載請求書」と

「適格請求書」を正しく理解して運用できるか疑問。（卸・仲卸） 
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（3） 消費税軽減税率対策補助金について 

質問事項 回答割合 

ａ．知っていた・利用したい 17.3% 

ｂ．知らなかった・利用したい 20.0% 

ｃ．知っていた・利用する予定はない 27.3% 

ｄ．知らなかった・利用する予定はない 35.4% 

 

 

 

消費税軽減税率対策補助金について 

 

 

 

 

 

 

講演内容について 

 

（4） これから導入したいシステム・機器等 

 請求書・販売管理の自動システム（現在のシステムの転用）：水産仲卸組合の共同

化になると思う。（卸・仲卸） 

 レジ屋さんが来て、説明してもらい、レジを導入した。 

 受発注システム（小売業） 

 店のレジ（小売業） 

 レジスター（生産者・出荷団体） 

 販売システム。（卸・仲卸） 

 ＰＯＳレジ・受発注システム。（卸・仲卸）（小売業） 

 取引における会計システムの新規導入。（卸・仲卸） 

 オリジナルのシステムがあるので、それが利用できるか知りたい。（卸・仲卸） 

 B型（1,000万円補助）を利用予定。（業界団体） 

 軽減税率対応の請求書等発行システム。（卸・仲卸） 

 複数税率対応レジと受発注システム（小売業） 

 組合の受発注システムと組合員の「レジ改修」への情報提供。（小売業） 

 EDI等の受発注システム、会計システム、販売管理システム。（その他） 

ａ．知ってい

た・利用した

い
17.3%

ｂ．知らな

かった・利

用したい
20.0%

ｃ．知ってい

た・利用する

予定はない
27.3%

ｄ．知らな

かった・利

用する予定

はない
35.4%
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（5） ＩＴベンダー等のサポート希望の有無 

 新潟会場１社（青果卸売会社） 

 金沢会場１社（食品卸売会社） 

 静岡会場１社（お茶卸売会社） 

 東京会場２社（食肉加工会社、水産物卸売会社） 

 高松会場１社（青果卸売会社） 

 長野会場１社（食品販売会社） 

 

（6） アンケート記入者 

質問事項 回答割合 

ａ．生産者・出荷団体 2.7% 

ｂ．卸・仲卸業 48.3% 

ｃ．小売業 8.0% 

ｄ．業界団体 8.3% 

ｅ．官公庁 13.7% 

ｆ．システム会社 8.8% 

ｇ．その他 10.2% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート記入者 

 

 

 

 

 

ａ．生産者・

出荷団体
2.7%

ｂ．卸・仲卸

業
48.3%

ｃ．小売業
8.0%

ｄ．業界団

体
8.3%

ｅ．官公庁
13.7%

ｆ．シス

テム会社
8.8%

ｇ．その他
10.2%
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3 総括 

社会保障と税の一体改革の下、低所得者に配慮する観点から、消費増税にともなう

「軽減税率制度」が平成３１年１０月に導入されることとなった。そのため、当機構

では中小企業庁補助事業「消費税軽減税率対策窓口相談等事業」を実施し、主に中小

の食品流通事業者等に対する本制度の周知を目的として、消費税軽減税率及び軽減税

率対策補助金制度等について相談窓口を設けるとともに全国説明会を開催し、併せて

６回の巡回型講師派遣を実施した。 

全国説明会は、中小企業診断士の資格を持ち税制にも明るく、食品流通業に関する

コンサルティング業務に長年携わっている講師を招き、平成２８年７月以降、全国１

７地区で開催して合計７０１名の参加者を動員した。また、中小の食品流通事業者、

とりわけ生鮮食品の卸・仲卸業者が参加し易いように、会場は出来るだけ中央卸売市

場内に設定し、各会場には相談・展示ブースを設け、システムベンダーの協力を得て

ＰＯＳレジやＰＣの実機を展示し、説明会終了後に参加者の具体的な相談にも応じた。

さらに、関連団体にも個別に同講師を派遣し、都合６回の派遣により１５５名の聴講

者に対し軽減税率制度に関する説明を行った。なお、全国説明会については、開催地

区に事前に赴き、当地の農政局や関係者、関係団体等に本説明会への参加及び周知協

力を促すとともに、全国の食品卸売企業や食品小売店、関連団体等にも約５千通のダ

イレクトメールを発送して参加者動員に努めた。 

全国説明会では参加者に対するアンケートを行い、参加者７０１名に対し４１０名

から有効回答を得た（回収率５８．５％）。その結果をみると、約７割から「参考にな

った」という回答があり、これに「ふつう」を加えるとほぼ１０割となり、説明会は

概ね有効であったと考える。軽減税率制度に関する個別意見については、「まだ決定さ

れていない事項があるので、これからも注目して対応する必要があると感じた。（卸・

仲卸）」「中小企業には事務負担が大き過ぎる。導入を機に廃業する方も多い見込みで

ある。（業界団体）」「制度に関しては理解できるが、システム導入に当たっては社内の

勉強会が必要で、正直面倒な制度。（卸・仲卸）」「境界線が曖昧で、現場が混乱する。

費用を掛けて、機器・システムの変更をしなければならない。税率は一本化すべき。

（卸・仲卸）」「本制度の導入目的として、低所得者保護をうたっているが、所得税還

付や給付金での対応が望ましい。この制度は中間流通業者の負担が大き過ぎる。（卸・

仲卸）」「テイクアウトが増えるので、店に賑わいがなくなるのではないか。（官公庁）」

といった、ややネガティブな意見が多数を占めた。 

一方、消費税軽減税率対策補助金については、「知らなかった・利用する予定はない」

という回答が一番多く（３割強）、「知っていた・利用する予定はない」を合わせると

約６割であったが、「知らなかった・利用したい」という回答も２割あったので、さら

に本制度の周知を進める必要があるものと思われる。 
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なお、アンケート記入者については、主ターゲットに想定していた「卸・仲卸業」

が約５割と最も多かった一方、軽減税率導入による影響が最も大きいと思われる「小

売業」の参加割合が１割弱と少なかった点は反省材料としてあげられる。 

消費税増税が２年半延期されることが正式に決まったのは、本事業を実施中の平成

２８年１１月末だったが、当初から延期が既定路線となっていたため、軽減税率導入

はまだまだ先の話だという認識が全般的にあり、全国説明会の参加者についても想定

した人数（各会場８０名）の集客は難しかった。しかし、アンケート結果からも推察

されるとおり、本制度についての理解はまだ十分とはいえず、複雑な制度に対応する

ためにはＩＴ導入が必要だと思われるが、そのための補助金の利用も進んでいない。

このような状況を鑑みるに、直前になっての混乱を避けるためにも、さらなる継続的

な取組が望まれるため、当機構としても引き続き軽減税率制度についての周知活動に

努めていく所存である。 

 



16 

4 参考資料 

4.1 全国説明会配布資料 

4.1.1 講演テキスト 
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20 
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4.1.2 その他の配布資料（参考資料） 

① 消費税軽減税率対応について（食流機構作成資料） 

② 消費税軽減税率対策補助金に関するＱ＆Ａ（食流機構作成資料） 

③ 消費税の軽減税率制度が実施されます（国税庁） 

④ 消費税軽減税率（案）への対応について（中小企業庁） 

⑤ 軽減税率対策補助金（軽減税率対策補助金事務局） 

⑥ 食品表示法 説明資料（消費者庁） 
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4.2 アンケート結果 

4.2.1 仙台会場（7/15） 

 

n＝45 
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4.2.2 札幌会場（7/29） 

 

n＝45 
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4.2.3 新潟会場（8/23） 

 

n＝21 
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4.2.4 金沢会場（8/30） 

 

n＝18 
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4.2.5 静岡会場（9/12） 

 

n＝13 
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4.2.6 名古屋会場（9/16） 

 

n＝31 
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4.2.7 広島会場（10/6） 

 

n＝24 
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4.2.8 岡山会場（10/7） 

 

n＝17 
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4.2.9 福岡会場（11/18） 

 

n＝18 
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4.2.10 鹿児島会場（11/28） 

 

n＝23 
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4.2.11 宇都宮会場（12/2） 

 

n＝12 
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4.2.12 東京会場（12/8） 

 

n＝41 
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4.2.13 高松会場（1/13） 

 

n＝28 
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4.2.14 長野会場（1/19） 

 

n＝16 
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4.2.15 沖縄会場（1/27） 

 

n＝11 
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4.2.16 大阪会場（2/16） 

 

n＝25 

 

 

 



42 

4.2.17 京都会場（2/17） 

 

n＝22 
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